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労働分野 にお ける企業 の社会 的責任 をめ ぐる

動 きとILO・ 労働組合 の対応

ILO理 事会文書 と英国TUCの 機i関投資家戦略文書の概要 とその意味

栗 山 直 樹

1.は じめ に

企業 の社 会的責任(CorporateSocialResponsibility:以 下CSRと 略)を め ぐり様 々 な動 きが

活発化 してい る。 この企業の社会的責任 の中に労働基準,雇 用,安 全衛生,訓 練 な どの労働分野

を含 める傾向が強まっている。 この 中で普遍 的な性格 をもつ国際労働基準 と して,ILOが 定 めた

中核 的労働基準が基礎 的な位置づけ をされる ようになった。 この設 定にあたっては,も ともとグ

ローバ ル化の中での貿易 自由化のルール作 りの議論か ら端 を発 している。

一連の 国際機 関 にお ける対 応 をみ る とそ の流 れ を理解 しやす い。1995年 のWTOの 設 立 にあ

たっての公正労働基準 の設定の議論が大 きな きっか けであ った。 ここでは貿易 の 自由化 にあたっ

てのルールづ くりの一環 として公正労働基準 を設定 しようとい う試 みがな されたが,途 上 国特 に

ASEAN諸 国 を含 むアジアの発展 途上国か ら保護 主義 に利用す る条件化 だ として猛反発 を受 けた。

そ して,WTOの 場で は,労 働基準 は政府 ・労働者 ・使用者 の三者 の関わ りが重要で ある として,

ILOが 国際労働基準 を設定す る適切 な機 関だ との結論 を得 た。

それ を受 けILOは,1998年 に 「労働 の原則 と権利 に関す る宣言 」 を採択 し,普 遍性 を もつ 中

核 的労働基準 と して,① 結社の 自由 と団体交渉権の効果的 な承認 ② あ らゆる形態 の強制労働 の

禁止,③ 児童労働 の効果 的な廃止,④ 雇用 と職業 におけ る差別 の排 除,の4つ の分野 の条約 を設

定 した。 この宣言 の採択 にあた り,先 進国の保護主義 に利用 しない とい う条件 をつ けて,途 上 国

の了解 を取 り付 けた。

この 中核 的労働基 準の設定 は大 きな影響 を他 の機i関に及 ぼ し,2000年 に改正 されたOECDの

多国i籍ガイ ドライ ンで は,ILOの 中核 的労働基準 を全 部含 めた。 この改正 で は,OECD加 盟 国

以外 の国で生 じた問題 について も,加 盟国のナシ ョナル ・コンタク ト ・ポイ ン トに連絡 を とる こ

とが 出来 るようにな り,影 響力 は格段 に増 した とい える。 そ して,国 連の グローバ ル ・コ ンパ ク

トが発足 し,人 権,労 働基準,環 境 の分野 で9つ の原則が打 ち立 て られ,労 働 の分野 では4つ の

中核 的労働基準が全 て入 った。

この ように中核 的労働基準 は,先 進国の保護主義 に用 いない とい うこ とを条件 に普遍的 な性格

をもつ 「原則 と権利」 とい う名称 で採択 された経緯がある ことに注意 しなけれ ばな らない。
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企業 の社 会的責任の内容 は非常 に広範 にわたる ものになってい るが,そ の一方で標準化 され た

指標 に集約 しようとい う傾 向 もあ り,中 核 的労働基準 はま さにそ うい う存在 にな りつつある。民

間の関連 の動 きの 中で,ILOの 国際労働基準が取 り込 まれてゆ く傾向にある一方で,国 連 の専 門

機 関であるILOは どの ように対応 してい るのか。 これが本論文で扱 う第一の課題である。

この課題 を考察す るにあた って2つ の問題意識 を提示 してお きたい。一つめ は加盟国政府が履

行 の責任 を もつILOの 基準 と,民 間のCSRを め ぐる動 きとの乖離へ の危惧 であ る。ILOは 三者

構 成の原則 に よ り,加 盟 国政府 の批准 を基 本 として政府 に履行 責任 を問 う形 でILO基 準の実施

を求め て きた。当初ILOは これ まで批准 に偏 りす ぎて きた として,民 間の 自主的 な動 きを手放

しで歓迎 したむ きが あった。1994年 のILO75周 年 を記念す る事務局長報告 ではその ような認識が

み られる。 しか し,ILO基 準の実施 にあた り,民 間の監査が独 自の判 断 を示 した り,ILO基 準 の

遵 守 を判 断す るILOの 監視機構の 判断 と民 間の動 きの解釈が乖離 してゆ く可能性 が 出て きたの

であ る。最近 のILO文 書で は,民 間の動 きに よってILO基 準が妥協 しない こ とを強調す る よう

にな ってい る。ILOと してCSRを め ぐる民 間の動 きに どう対応 してゆ くので あろうか。

二つめの問題意識 は,労 働 と貿易 の南北 問題が絡んでいる ことであ る。既述 したように,中 核

的労働基準 の設定 にはWTOの 場 で再燃 した貿易 と労働 の南北 問題が存在 した。保護主義に用 い

ない とい う条件 つ きで 中核 的労働基準が設定 されたのであ る。最 近のCSRを め ぐる民 間の動 き

の 中には,先 進国側 に優位 に働 くととらえ られ る動 きもある。例 えば,SA8000な どの国際規格

ソー シャル ラベルや社会的責任投 資は,評 価 され る側が途上 国で,評 価 する側が先進国の消費者

や投 資家 とい うことになる。

第二の課題 は,労 働組合 の対応であ る。労使 の うち使用者 に関 して は,ま さにCSRの 当事者

であ り,積 極的 な取 り組みが展開 されている。欧米 に比べ 出遅 れてい る日本 で も,個 別企業 や経

営者団体 が相次いで新 しい対応 をみせ ている。 日本経団連は2002年 末 に企業行動憲章 を改定 した

り,日 本経 団連 の主導 で設立 された海外事業活動 関連協議会 でCSRを め ぐるISOな どの国際基

準 ・規格 の現状 につ き対応 を検 討 し始 めてい る1)。 また,経 済 同友会 で は,2003年 の企業 白書

を 「市場 の進化 と社会 的責任 経営 」2)と し,企 業 が生 き残 るためにCSRに 真 剣 に取 り組 むべ き

こ とを提唱 している。一方,日 本 の労働組合 ではIMF-JC(金 属労協)が2000年 に 「海外事業展

開に際 しての労働 ・雇用 に関する企業 行動規範」(IMF-JC版 モデル)を 作 成 して交渉 した り,

UIゼ ンセ ン同盟が 「海外 進 出企業 の投 資国におけ る労使慣 行 に関す るモ デル行動指針」 を策 定

して交渉 した り,SA8000の 認証取 得運動 を始 めた りしてい る。 しか し,そ の対応 は欧米 の労組

に比べ遅れてい ると言 って よい3)。

1)海 外事業活動関連協議会,「 企業の社会的責任(CSR)に 関する国際基準 ・規格の現状 と今後の対応 につ

いて」,2002年5月21日,2003年1月14日 改定。

2)経 済同友会,『 「市場の進化」 と社会的責任経営一企業の信頼構築 と持続的な価値創造に向けて』,第15回

企業白書,2003年3月 。

3)日 本労働組合総連合会,「 世界で動 き出 した 「CSR」 って何だ一 もしか して,い ちばん動 きが鈍いのは日
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欧米 にお けるCSRを め ぐる様 々な履行手段 には,労 働組合 の関わ りが 強 く認め られる。国際

建築 ・木材 労連 は,IKEAの 企業 の行動規範 を労働協約 として持 ち込んだ。労働基準 のマネ ジメ

ン ト規格 であるSA8000は 米 国のNGOに よ り運営 されてい るが,労 働組合 の代表 を含 む諮 問委

員会 を持つ。また,企 業 に持続可 能性報告書 を促進 してゆ くGRIは 労働組合 を含 むNGOに よっ

て運営 されている。児 童労働 に関 しての ソー シャルラベ ルや社会 的責任投 資 も,労 働組合 の働 き

かけによ り中核的労働基準 を評価基準 に含 め るな どの影響力 を行使 してい る。

欧州 の労働組合 のCSRへ の対応 は,積 極 的に働 きか けて組合 の介在 を確保す る一方 で,CSR

に依存す ることな く,政 府 の規制 と最低限の基準 の保障 を基本 とす る立場 をとっている。2002年

に発表 されたEUの 「グ リー ン ・ペーパ ー:企 業の社会 的責任 に関する欧州枠組 みの促進 」に対

しての労働組合側 の回答 では,任 意制度では労働者 と市民の権利 を十分 に保護 で きないので,規

制 と最低 限の基準 の施行 が必要で ある と主張 した4)。 企業 の説明責任 と行動 基準 とい う考 えは

非常 に好意的に受け止めたが,企 業が労働側 との話 し合い を持たず に一方 的 に基準 を定 める こと

に反対 した。

市場の力 を使 った民間の動 きは,大 きな影響 をもって広が りつつあ る。 しか し,世 界 の労働組

合 の中には,こ れが大 き くな りす ぎると,労 働行政 の民営化 にまでいたるのではないか との恐 れ

を表明 してい るもの もある。 日本の労働組合 も民 間 の動 きを大 き く利 用 しようとい う動 きが強

まってい るが,自 らの社会 的責任 に関す る関わ りをいか に確 保 し,政 府 の労働行政 の影響力 をい

かに強めてい くかが課題 となってい る。

以上 の ように,CSRを め ぐって様 々 なア クターが活 動 を活発 化 させ る状 況下 で,本 稿 で は

ILOの 対応 と労働組合 の対応 を探 るこ とを課題 とす る。 これ らの課題 を探 る上 で,非 常 に示唆 に

富 む文書 が最近 出 され た。ILOの 対応 に関 して は,2003年11月 にILO理 事会 に 出 された 「企業

の社会 的責任 と国際労働基準 に関 しての情 報 ノー ト」 と題 された文 書 である5)。 また,も う一

つ は労働組合の対応 に関 しては,英 国のTUC(労 働 組合会議)が 主に年金基金 の運用 にあ たっ

て社会 的責任投 資 を促 進す るための機 関投 資家戦 略 をま とめ た文書 を取 り上 げたい6)。 欧州が

本格 的 にCSRの 促 進 に主導権 を握 ってゆ く現在,そ の 中で も目立 つ英 国の動 きをみ る。 この文

書 は社会 的責任投 資が非常 に大 きな影響 を及 ぼ して ゆ く過程 で,労 働組合が どの よ うに影響力の

行使 と発言力 を確保 してゆ くのかの方向につ いての示 唆 に富んでいる。 これ らの文書 を手がか り

に,ILOと 労働組合 のCSRへ の対応 の方 向性 を追 ってゆ きたい。

本 の 労 働 組 合 か も⊥ 『連 合 』2003年7月 号,2003年6月25日 。

4)ScottT.Davis,「CSRと 欧 州 連 合 ⊥ 『企 業 と 社 会 的 責 任 一 求 め ら れ る 新 た な 経 営 観 』,日 本 規 格 協 会,

2003年4月21日,91ペ ー ジ 。

5)ILO,"lnformationnoteoncorporatesocialresponsibilityandinternationallabourstandards",GB.

288/WP/SPG/3,WorkingpartyontheSocialDimensionofGlobalization,GoverningBody288thsession,

Geneva,November2003.

6)TradeUnionCongress,Working(apital:institutionalinvestmentstrategy,London,February2003.
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2.CSRの 動 きに対 す るILOの 対応

ILOの この 文 書 で は,CSRを 国家 の立 法 に よる法 令 遵 守 とい う よ り,あ る 一 定 の 基 準 や 原 則

の 自主 的 な コ ンプ ラ イア ンス に焦 点 を当 て て い る もの と し,こ れ を7つ の動 き に分 け て 国際 労 働

基 準 との 関 連 を分 析 して い る。 こ の7つ の 動 き と は,① 職 場 の イ ニ シ ア テ ィ ブ(workplace

initiatives),② 認 証 と 証 明 制 度(accreditationandcertificationschemes),③ 枠 組 み 協 定

(frameworkagreement),報 告 上 イ ニ シ ア テ ィ ブ(reportinginitiatives),マ ネ ジ メ ン ト枠 組 み

(managementframework),政 府 間 の イニ シ ア テ ィブ((inter)governmentalinitiatives)で あ

る。ILO理 事 会 の グ ロ ー バ リゼ ー シ ョ ン と社 会 的 側 面 作 業 部 会 に提 出 され たILO事 務 局 の こ の

報 告 を も とに,そ れ ぞれ の 動 きと国際 労 働 基準 の 関連 を見 て ゆ きた い 。

① 職場 のイニシアテ ィブ

ここでい う職場 の イニ シアテ ィブ とは,企 業 の行動憲章,企 業 の倫 理綱領,マ ルチステ ーク

ホール ダー(多 角 的利害関係者)綱 領,経 済 団体 や企業 に よって定め られたモ デル綱領 などを指

す。衣服,靴 繊維 農業,食 品加工部 門で は,下 請け業者 やサ プライヤー も適用対象 となる傾

向が強いが,ま だ機械 ・電機工業や化学,金 属,そ れに金融 の各部門では,所 属企業や資本 関係

があ る企業 に適用が 限 られ る場 合が多い。 この こ とはILOに とって も大 きな問題 を投 げか ける。

それ はこの動 きが,新 たな規制のア プローチ として発展 してゆ くのか,そ れ ともあ くまで も国の

法律 あ るい は国際労働基準 のコンプライア ンス を強化 する もの として追及 され てゆ くものか とい

う どち らの方向 に発展す るのか とい う問題 である。 もし,企 業 の所有関係 を超 えて影響 を与 えて

ゆ くもの な らば,国 あるいは国際基準 の コンプライアンス を求めて ゆ くもの となる可能性 が高 く

なる。

ILOが 把握 しているデー タベ ース(businessandsocialinitiativesdatabase,2003Nov.)300

社の 中で も国際労働基準 に言及 してい るものは少 ない。結社 の 自由お よび団体交渉権の効 果的な

承認 を規定す る87号,98号 条約で も言及 している ものは全体 の10%に 満たず,最 悪の形態の児童

労働条約(第182号)に つい て言及 している ものはほ とん どない。 また,ILO事 務局 は これ らの

行動規準 の中に,ILOの 多 国a企 業三者宣言 に言及 してい る ものがい くつかある ものの,ILO基

準 を間違 って解釈 している ものがあ ることに注意 を払 ってい る。

これ らの中で注 目され る動 きがマルチステークホール ダー(多 角的利害関係者)綱 領であ る。

増加 のペース は,企 業の行動規準や後述す る枠組 み協 定 よ りも劣 るが,種 々のNGO,労 働組合,

企業,経 済 団体 な どがそれぞれ入 り混 じりなが らの主導 によ り堅実 に増加 している。 この カテ ゴ

リーに属す る動 きは,中 核 的国際労働基準 を参照 してい る ものが比較的多 く,モ ニ タリングや効

果 的質 問等 を通 し実効力 を増 しつつ ある。

注 目されるべ き例 と しては,ロ ン ドンに本拠地 を置 く倫理的 トレーディング ・イニシアティブ

(ETI:EthicalTradingInitiatives)で ある。 この組織 は企業,NGO,労 働 組合 の連携 に よる も
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ので,良 い慣 行(goodpractice)を 探 り,そ れ を促進す るこ とを 目的 と して い る。ETIは 企 業

の業績 を証明 した り監査 を行 うわけではな く,サ プライチ ェー ンを通 して 国際労働基準 を実施す

るにあたっての経験 を学習 し共有す ることを中心 的活動 としてい る。ETIへ の加盟企 業 は,ETI

の基本的規約 に含 まれている諸基準 を採用す ることに コミッ トす る。

② 認証 ・証明 ・モニ タリング ・監督の イニ シアテ ィブ

ILO事 務 局が把握す るところに よれば 企業内 レベルの ものか ら独 立 した制度 と して構 築 され

ている もの まで合 わせた認証 ・証 明 ・モニ タ リング ・監督 の国際的 イニシアテ ィブの数 は,1998

年 に3つ であった ものが2003年 半 ばには24に 増加 している。特 に独 立 した プログラム は何 らかの

ラベル を発行 した り,公 的なお墨付 きを与 えるものになってい る。労働 基準 に焦点 を当ててい る

もの も多 く,職 場 をモニ ターす るための基準 を採用 してい る。 このILOの 文書 では,こ れ らの

基準 はあ くまで も民間の基準 であるこ とを強調 している。

認証 ・証 明プログラムは,こ れ ら民 間の基準 に照 らして,企 業が コ ンプライアンス してい るか

どうか を認証 し証明す る主導 的組織 に より運営 される。企業 は,消 費者か らの圧 力,品 質管 理の

改善,ビ ジネス倫理 などの様 々な観点か らこれ らのプログラムに参加 してい る。部門 と しては,

軽工業,繊 維,衣 服 産業,製 靴 農業 ・食品加工,漁 業 林業,お もちゃな どで これ らの プログ

ラムが見 られる。共通 に扱 われる分野 としてはガバ ナ ンス とい える もので,品 質 と業績 を保証 す

る管理 システムに焦点が あて られて いる。

しか し,ILO事 務 局 はこれ らのプログラムに大 きな課題があ るとい う認識 を色 濃 く出 している。

1998年 の労働 におけ る基本 的権利 と原則 に関する宣言,1977年 の多国籍企 業三者 宣言 の文言 をほ

とん どの プログラムが取 り入 れてい る反面,実 際の運用での関連性 が薄い ことを指摘 している。

あ るプログラムは と しなが ら,明 示 を避けつつ,結 社の 自由と団結権 についての国際労働基準 の

例 に言及 してい る。当該 国の法が これ らの権利 を認めてい ない場合,企 業 が同等 の措置 を講ず る

べ きとされているが,国 の法律 が整備 されていない中でいかに これ らの基準条項 の適用 を監査 し

確 保す るのかが明 らかに されてい ない,と 指摘 してい る。 これ らの プログ ラムに関 しての情報 や

手法が秘匿 されている こともあ り,透 明性 と信頼性 に疑義 をもってい る。

③ 枠組み協定(Frameworkagreements)

これ は多国籍企業 と国際的労働組合組織 との問の協 定 を指す。厳 密 に言 う とこれはCSRの 動

きの範躊 に入 らないが,CSRの 関連 の議論 で度 々取 り上げ られてい る。 また,国 際労働基 準 と

の関連 は最 も高い ものになる。ILOが 把握 する20の 枠組み協 定の うち,約80%が87号 条約 と98号

条約 に関 しての規定が あ り,他 の中核 的労働基準で も50%か ら60%の 言及率が ある(2003年7月

末現在)。

枠組み協 定の注 目すべ き特徴 は,フ ォローア ップ手続 きが整備 され ているこ とであ る。 ほ とん

どの協定が,モ ニタ リングや認証制度 をもつ と同時に,対 話,苦 情処理 シス テム,意 識啓 発活動
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を重視 し,使 用者側 と労働者代表が定期 的 に参加す るこ とになっている。 中核 的労働基準 ととも

に,ILOの 労働者代 表条約(第135号)に も多 く言及 してお り,グ ローバ リゼ0シ ョン過程での

労使 関係 の発展の成果 といえる。

④ 社会的責任投資

社会 的責任投資 は,企 業 の社会的責任 を論 じる中で非常 に大 きな影響力 を もつ もの としての存

在感 を増 している。SRIに 関す る動 きとして は,主 に指数,格 付 け,フ ァン ドの3つ が ある。指

数 としては,ダ ウ ・ジ ョー ンズ持続可能性指数やFTSE4Good指 数 な どがあ る。

SRIに お け る労働 の取 り上 げ方 は明確 で は な く標準 化 は されて い な い。SocialInvestment

Forum加 盟 の 米 国 に 基 礎 を 置 くフ ァ ン ドは,2001年 度 時 点 で43.5%が 労 働 関 係(labour

relations)で の審査 を行 ってい る。 ここでい う労働 関係 とは非常 に広い概念 になっている。 これ

らには,差 別,労 働組 合 との関係,賃 金 などの企業 の労働政策の項 目まで含 まれ る。その中で も

機会 の均等 と非差別 は取 り上 げる割合 が多 く,全 体 の70.9%が この項 目で審査 を行 ってい る。

ILOの 調査7)で は格付 け機i関のい くつかがILOの 中核 的国際労働基準 を全面的 に取 り入れてい

る。 これ らの機 関には,Calvert,CoreRatings,EIRIS(EthicalInvestmentResearchService),

PIRC(PensionsandInvestmentResearchConsultantsLtd.),Vigeo/ARESEが あ る。 また,

KLDの よ うに個別 の条約名 を明示 しない まで も,中 核 的労働基準 として取 り上 げてい る もの も

ある。

社会 的責任投 資(SRI)が 欧米で急発展 してお り,米 国では総運用資産 に占めるSRI運 用資産

は12%を 越 え て い る8)。 英 国(2000年),ド イ ッ(2001年)で 年 金 法 が改 正 され,フ ラ ンス

(2001)で は会社法が改正 され,企 業 の社会 的側 面の情報 開示 が義務付 け られた。特 に英 国で は,

2001年 で年金基金の約8割 がSRI投 資であ った。

⑤ 報 告

持続可能性報告書 と呼ばれる事業報告 は多国籍企業 の一般的慣行 と して定着化 しつつある。 こ

れ らの報告書 には,経 済 環境 社 会 とい う トリプル ・ボ トムライ ンと呼 ばれ る情報 を含 むこと

になっているが,労 働 や雇用 の情報公開 についてはまだまだ十分 な情報が提供 されている とは言

い難 い。ILOの 多国籍企業 の三者宣言 を担当す る部署 のデータを見 る と興味深い傾向が見 られる。

この調査 はUNCTADの 世界投 資報告2000年 版 に従 って,OECD諸 国の上位100の 多国籍企業

の社会 的側面の報告書 と途上 国上位50の 多国籍企業 の該 当の情報 を対象 に した ものである。 これ

をみ る と多 く言及 されている項 目として は,賃 金,非 差別,訓 練 安全衛生,全 体の雇用数があ

げ られ る。反対 にあ ま り触 れ られ ない もの と して,均 等待 遇 雇用保障,技 術 の雇用へ の影響

7)P.Schantz,"Ratingofsociallyresponsibleinvestments:Doesinformationqualitymatter",2002,pp.26

-29
.

8)日 本 経 済 新 聞,2003年11月19日,朝 刊 。
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表1社 会 ・持続可能性報告書における労働と雇用の事項についての情報

95

ILO多 国籍企業宣言

の項 目
実施政策(%) 実施マネジメン トシステム(%) 業績報告(%)

児童労働 8.9 2.3 1.9

強制労働 7.5 1.4 1.4

結社の自由 9.9 2.3 5.2

団体交渉 8.0 8.0 7.0

非差別と機会均等 30.5 11.7 16.9

均等待遇 0 a 0

賃金 36.2 29.1 61.0

労働時間 5.2 1.4 4.7

訓練 43.7 35.7 49.8

安全衛生 45.5 40.8 45.5

雇用数と変化 4.2 24.9 71.8

雇用保障 2.8 0 2.8

現地雇用数 6.1 2.3 6.1

技術 0.9 1.4 0.9

規律慣行 0 0 0

国営企業との関係 3.8 3.8 4.7

規律慣行や 国営企業 との関係 があげ られる。 また,結 社 の 自由,団 体交渉,強 制労働 と児童 労働

の禁止 の労働の基本 的原則 と権利 や,労 働時 間,現 地の雇用数 も軒並み10%以 下 の低い言及率で

ある。

最 もよ く知 られてい る報告の フォーマ ッ トは,GRI(GlobalReportingInitiative)で あ る。 こ

の動 きは経済,環 境,社 会の持続可能性報告 を比較可能な もの とし,会 計報告 と同様 に広 く普及

す る信頼度の高い ものにす ることに 目的が ある。そのため,こ のフ ォーマ ッ ト作 りには会 計事務

所のみ ならず,人 権 環境 労働 の各 団体や政府機 関の参加 を得 なが ら進めた ものであ る。

推奨 され ている報告書内容の中には,社 会的業績指標 として労働 慣行 とデ ィーセ ン ト ・ワーク

とい う項 目があ り,雇 用,労 働 関係 安全衛生 訓練 多様性,機 会 が含め られrILOの 多 国籍

企業三者宣言へ の言及があ る。そ して,社 会的業績 指標 の人権 とい う別 の項 目を設 けて,ILOの

基本的人権 条約(fundamentalhumanrightsConventionsoftheILO)と 世界人権 宣言 に言 及 し,

非差別,結 社 の 自由,団 体 交渉権,児 童労働,強 制労働,先 住民の権利 な どが 内容 に含 まれてい

る。 また,ILOの 強制労働(第29号)条 約 と最低年 齢(第138号)条 約 そ して,ILOの 安全衛

生マ ネジメ ン トシス テム ・ガイ ドライ ンが取 り上げ られている。

これ らの指標内容 は量的 な指数 に馴染み に くい ものであるが,こ れ らの項 目がそれで もなお報

告内容 として含め られてい ることは大 きな意味がある。 これ らの報告の なかで国際労働基準 が ど

の ように位 置づ け られてい くか今後 の推移が注 目される ところであ るが,フ ランスやベルギーで

は,雇 用 と労働の諸項 目について一定以上の規模 がある企業 に対 して報告義務 を課すな ど,注 目

すべ き動 きが活発化 している。
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⑥ マネジメン ト枠組み(Managementframework)

企業 の社会 的責任 を実施 し,モ ニター し,評 価 するマネジメ ン トの手法 やシス テムを構築す る

こ とが大 きな課題 となってお り,そ のための種 々のマネジメ ン ト枠組 みが出来上が りつつある。

一 つ はAA1000に 代表 され るような独 立の ものであ り
,も う一つはISOを モデ ル と したマ ネジ

メ ン トシス テム規格 である。 これにはSA8000や グローバ ル コンパ ク トが含 め られ,ISOも 国際

規格 づ くりに向 けて2003年1月 よ り,ILO,IOE,ICFTUの 三者 を含 むマ ルチス テー クホール

ダー(多 角 的利害 関係者)諮 問委員会 の活動が開始 された。

ILO報 告書 では,こ れ らの動 きは非常 に注 目され るべ きものであるが,選 択 的に労働基準 が取

り上 げ られてお り,国 際労働基準 と現存 の枠組み との関連 は必ず しも明 らかではない と判断 して

い る9)。 また,マ ネジメ ン トシステ ムのなかで,ILOの 労働 の基本 的原則 と権利 宣言 や多 国籍

企業 三者 宣言 を明示 している ものは皆 無である と認識 してい る。

表2は2002年10月 か ら2003年10月 まで のSA8000の 認証 取得工場数 をアジア諸 国に限ってみた

表2ア ジアにおけるSA8000認 証取得工場の推移

時期
国

2002/10/ユ0 2003/2/27 2003/5/9 2003/ユ0/31

中国 35 38 43 47

イ ン ド 17 22 25 32

ベ トナ ム 10 16 18 24

パキスタン 9 ユ0 ユ1 18

イン ドネシア 6 7 8 8

タイ 7 7 8 z

(デ ー タ)http:〃www.cepaa,org/Accreditation/SummaryStatistics,htmか ら筆 者 が 随 時 記 録 。

ものであ るが,中 国,イ ン ド,ベ トナム,パ キス タンで伸 び,イ ン ドネシアや タイで は伸 びてい

ない。前者の諸国は堅実 な伸び を示 している ともい えるが,ア ジア以外のイ タリアや ブラジルは

飛躍的 に伸 びてお り,そ れ と比較する と伸 びは 目立 った ものではない といえる。アジアの途上国

に対 して,労 働 基準 を貿易 の条件化 にす るな ど大 きな影響 を与える と考 えられるだけに今後の動

向が注 目され る。

⑦ 政府 間 イニシアティブ

OECDで は既 に1976年 に多 国籍 企業 ガイ ドライ ンを採 択 していたが,2001年 の改正で大 きな

進展 を遂 げ た。特 にナ シ ョナル ・コ ンタク ト・ポ イ ン ト(NCP)の 役 割 拡大 は,そ の影響 を

OECDの 加 盟 国のみな らず,世 界全体 に広 げるこ とにな り,ガ イ ドライ ンの影響力 を飛 躍的 に

9)GB.288/WP/SDG/3,パ ラ グ ラ フ28。
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伸 ば した といえる。

EUで は1998年 に欧州議会 に よ り,「 発展途上 国で操 業 してい る欧州企 業 の欧州基準 に関す る

報告:欧 州行動憲章 にむけて」 と題 した決議 を通 してお り,ILOの 労働 の基本 的原則 と権利 宣言

や多国籍企業三者宣言 につ き言及 してい る。そ して,2001年 に欧州委員会 は企業 の社会的責任 に

関す るグリー ン ・ペ ーパー を公表 し,続 いて2002年7月 に 「企業の社 会 的責任:持 続可能 な開発

へ の ビジ ネスの貢献 」 と題す る コミュニ ケー シ ョンを発 行 した。 この コ ミュニ ケー シ ョンは

CSRに 対 して様 々な国際基準 を考慮 した総合的 なアプ ローチ を唱 え,中 小企業 のニ ーズ や特徴

に留 意す る こ とが 明示 され て い る。 また,欧 州委 員会 はCSRに つ い て の多 角 的利 害 関係 者

フォー ラムを立 ち上 げた。 この フオー ラム には労使 団体やNGO,消 費者 団体 の代表が メ ンバー

とな り,ILO,OECD,国 連 のグローバ ル ・コンパ ク ト ・オフ ィスが オ ブザ ーバ ー として参加 し

てい る。

グローバ ル ・コ ンパ ク トは,1999年 の ダボスでの世界経済 フオー ラムでの アナ ン国連事務総 長

のス ピーチ を発端 として,2000年7月 に正式 に発足 した。 これ は人権 労働 環境の9つ の原則

をビジネスの基礎 に置 くことを約 束す る もので,労 働 の4つ の原則 はILO宣 言 の基本原則 の4

つ の分 野 に一 致 す る もの で あ る。 そ れ ぞ れ の分 野 を担 当す る 国 連 人権 高 等 弁 務 官 事 務 所

(OHCHR>,ILO,国 連環境計 画(UNEP)が 協力 している。世界30力 国,1,200以 上 の企業 が参

加 している。

2003年8月 に国連の人権保護i・促進小 委員会 は,経 済的社 会的文化 的権利 ・人権 に関す る多国

籍企業 お よびその他の企業責任 についての規準 を採択 した。 この文書 に は多 くのILOの 採択 文

書や国際労働基準の文言,ILOの 監視機構 の意見が取 り上 げ られてい る。

世界銀行 グルー プ も昨今,企 業 の社会 的責任 における労働 と雇用 の側 面 を重視 しつつある。世

界銀行 のIFCは,CSRに 関す る投 資機会 の有効性 を確 認 し証 明す る こ とに種 々の研 究 と促進活

動 に着手 し始めた。IFCで は,民 間部門投 資において労働力の安全衛生 と福祉 の評価 を含 む持続

可能性 を計測す る基本 的枠組みの構 築 を試 みている。

各国政府 で も欧州 を中心 に 目立 った動 きが出て きている。デ ンマー ク,ベ ルギー,オ ランダ等

での動 きが取 り上 げられているが,次 にあげる ように特 に英国で注 目され る動 きが活発化 してい

る。

3.英 国の年金基金 と労働組合 の役割

① 労働組合が年金基金の運用に介在 する理由

英国の国際開発局 とカナ ダの国際開発機i構(CIDA)は 開発協力 にあたって貧 困層の改善 を目

的 とす るCSRの 促進 に努 める ことに同意 してい る。 またT大 きな影響 を与 え る もの として,英

国政府が年金基金 の運用者 に対 して,投 資決定 にあた りどの ように社会,環 境,倫 理 的要素 を考

慮 したかの情報 の公 開 を求め る ようになった。 この よ うな政府 の年金運用 や企業 に対 す るCSR

につ いての情報公 開の義務化 は欧州 にお いて大 きく展 開 されている。
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また,英 国で はこれ らの展 開 においてTUCな どの労働組合の関 わ りも強 く見 られる。 ここで

は,TUCの 年金基金や保険会社 な どの機 関投資家 に対す る労働組合の対応 を見 てゆ きたい。

近年 の リス トラや企業買収 な どを見 ると株主の価値 を守 る としなが ら,結 局働 く人 々の利益 に

反す るこ とが多い。短期 的な株価 上昇 をね らった企業の行動 は,長 期的 な観 点か ら重要 な役割 を

果 たす従業員の利益 を害す るこ とが多い。 そこで英国の労働組合 の同問題へ の基本認識 は,一 体

株 主 とは誰 なのか とい う点であ る。現在 の株主 は比率か ら言 えば,職 域年金基金や保険会社 な ど

の機i関投資家が多 く,個 人株主の比率 は低下 してい る。個 人株主の株所有は1963年 に54%で あっ

た ものが,2000年 の末には16%ま で低 下 し,年 金基金 は17.7%,保 険会社 は21%を 占めてい る。

組合 が機 関投資 に関わってい くべ きである とす る第一の理由は,こ れ らの年金 や保険の資金源

の多 くが働 く人 々か ら拠 出 された ものであ り,多 くは労働 組合員 であることである。 しか し現実

には機 関投 資家 は労働 者の利益 に見合 った投 資行動 を行わ ないので,ス テー クホールダー として

の権 利 を擁護す る必要が ある。 フ ァン ド ・マネジャーが株 主所有者 の権利のために積極 的 に行動

しない とい う問題 は以前 か ら指摘 されている ところであ るが,こ れはファン ド ・マネジャーが投

資銀 行 な どの様 々な商業上 の 関係 に よって支配 されてい る こ とが大 きな原 因 と指摘 され てい

る10)。

また,多 くの機関投 資家 は短期 的な株価上昇 を求 め られ るために,労 働者,特 に労働組合員 の

利益 に反す る行動 をとる。例 えば レイオフ,研 究開発費の削減,必 要 のない合併 ・買収,雇 用空

洞化 な どが あげ られ る。 さらには,明 らかに機 関投資家が労働者 の権利 に対 して否定 的な態度 を

示す例 も出て きた。

モルガ ンス タンレーは2002年11月 に米国において,労 働組合の組織化が高い企業 に投資 しない

よ うに助言 す る研究報告書 を出 した11)。 この報告書 は,組 合 組織化 その ものだ けが株式市場 の

株価低迷 を引 き起 こ してい るのではな く,そ の一要 因に過 ぎない としなが らも,組 織化 か非組織

化 かが,企 業の生死 を決め る要 因である と論 じた。 この報告 は英 国のTUCに 大 きな影響 を与 え,

労働組合 の立場か ら論 議 を呼 んだ。

これ らをふ まえ,コ ーポ レー ト ・ガバナ ンス と企業 の社会的責任 の観点か ら,労 働者 の拠 出金

が適切 に運用 されてい るか どうか を監視す る必要があ り,労 働組合 の積極的 関与が求め られる と

い うのが英 国労働組合の基本 的認識 である。

② 法律の整備 と政府の対応

英国政府は機関投資における労働組合の関わ りについて積極的な対応を示 している。2000年7

10)例 え ば マ イ ナ ー ズ 報 告(lnstitutionalInvestmentintheUnitedKingdom:AReview)で 指 摘 。2001年3

月 に財 務 大 臣 の諮 問 を受 け た ガ ー トモ ア ・イ ンベ ス トメ ン ト ・マ ネ ジ メ ン ト会 長 のPaulMyners氏 が 資本 市

場 の 改 革 案 を と りま とめ た。 機 関 投 資 家 の 運 用 に 関 して 様 々 な 提 言 を行 っ て お り,英 国 政 府 の 政 策 に大 きな

影 響 を 与 え て い る 。

11}MorganStanley,"LookfartheUnionLabei",November142002.
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月に,年 金制度 につい ての改正 を行 い,運 用 にあた っての社会的責任投資 につい ての状況 を明 ら

か にす るこ とと,株 主 の議決権 行使 につい て規定 した。基 金 の運用 に責任 を もつ トラス テ ィー

(メ ンバ ーの一部の選定 には労働組合の承認が必要)に 対 し,投 資 にあた って どの程 度社会,環

境 倫理的考慮 を行 ったか,ま た,投 資にお ける諸権利(議 決権 を含 む)の 行使 についての施策

の明示が求め られ る。

これ は2001年 に出されたマイナーズ報告で,株 主行動主義 と信託受益 者の利益 の最大化が見込

まれる場合 の会社への介 入義務 が提 唱 されてい ることと一致す る。機関投資家の金融仲介機 能は,

市場へ の 「代理参加⊥ 「所有仲介」,ス テー クホールダー間の 「利害調 整」の3つ が あ り12),マ

イナーズ報告 の核心 は 「年金基金 の運用改善 を通 じて,機 関投資家 が リス ク再配分機 能 を向上 さ

せ,経 済 における資金 と資源の配分 の効率化 に貢献すべ きとい う見解 を明確 に打 ち出 した点 にあ

る」13)。これは米国の1974年 従業員退職所得保障法(ERISA)と 同 じ考 え方であ り,同 法 の受託

者責任 を管轄す る米国労働省 は,労 働力 を開発 するための訓練への投 資や職場 の環境 など財務 上

に現れ ていない点 に考慮 す ることを求 めてい る。

2001年 に発表 されたTUCとCBI(英 国産業 連盟:英 国最大 の経営者 団体)の 生産性 に関する

共 同声明で も,行 動す る株 主のために,フ ァン ド・マネジャー は,企 業の訓練 職場慣行,ビ ジ

ネス プロセスな ど長期 に財務上 の成果 を上げ る事項 を考慮 し,年 金 資産の保全 と長期 的業績 を最

大化 させ るための介入 を実施す るこ とが適切である と述べ てい る14)。

労働組合 に とって これ らの動 きは歓迎すべ きものである。ステー クホール ダーの利益 を保全 し,

それが リス ク再分配 と長期 的観点 に立 った資金運用が可能 になるとい う方向性 は最大の拠 出者で

ある労働者 の利益 と一致するか らである。 これ らは,投 資の社会 的影響 を投 資者 に考慮 す ること

を求め,株 主 に帰すべ き所有者責任 を果たす ことを求めて ゆ くことになる。

③ 年金基金運用における労働組合の影響 力行使

英国の年金基金の運用 において労働組合 の影響力 を行使する方法 として,ト ラステ ィー を通 じ

て行 う もの と,フ ァン ド ・マネジャーや他 の投 資関係者 を通 じて行 うものの大 き く分 けて2つ の

経路 による ものがあげ られている。

1)ト ラスティー を通 じての働 きか け

英国の年金基 金 におい て,資 金運用 の責任 をもつ トラステ ィーの任命 において,TUCな どの

労働 組合組織 に特別 な地位 と役割が与 えられてい る。TUCは 英 国の職域年金制 度 におい て1000

人 を超 える トラステ ィーのネ ッ トワーク を有 して いる。 この トラス テ ィー ・ネ ッ トワー クで は

12)首 藤 恵 「機 関 投 資 家 の コ ー ポ レ ー ト ・ガ バ ナ ン ス と リ ス ク 再 配 分 機 能 」,「 フ ァ イ ナ ン シ ャ ル ・ レ ビ ュ ー 」,

財 務 省 財 務 総 合 政 策 研 究 所,2001年12月 。

13)前 掲 書,85ペ ー ジ 。

14)TheUKProductivityChallenge:CBI/TUCSubmissiontotheProductivityReview,BestPractice

section,para51,November2001.
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ニュース レターやメイルのや り取 りが定期 的になされている。

しか し,ト ラステ ィーは株主行動 主義 の担い手 となるまでには達 していない。前述のマ イナー

ズ報告 に も指摘 されているが,一 般的に トラス ティーの教 育が行 き届いてお らず,行 動の活発化

を阻んでい る。そのためTUCは トラスティー を対象 とする訓練 を促進す るこ とに着手 している。

もう一つの方法は,株 主 の議決権 の行使 である。年金基 金のほ とん どは株主総会 にお ける議決

権の行使 を投資マネジ ャーに委ねてい る。 これまで は,こ れ らのマ ネジ ャーは議決権の行使 に積

極的で はなか った。企業 の方針 に反対 な らば株式 を売 り払 えば よい とする意見 や,反 対や棄権 の

議決権 の行使 は株価 の低迷 につ なが るとす る意見が支配的であったか らである。 しか し,近 年の

反対 もしくは棄権の議決権 の行使 は上昇傾 向にある。 カナ ダや米 国で はファン ド・マ ネジャーが

どの ように議決権 を行使 したかを トラステ ィーに知 らせ ることが労働組合 などの努力 に よって実

現 している。英 国では義務化 は今の ところされていない。 しか し英 国政府 は機 関投 資家 の議決権

行使 にお け る情報 を公表 する ことに基本 的 に賛成 してお り,組 合 も早期実現 を期待 してい る。

2004年 か らは重役の報酬 につ いての措置 を議決案件 に加 えることが義務付 け られる ことになって

いる。

2002年 夏 に通信大手 のVodafoneが 株主総会 で重役 の報酬措置 について議決案件 として公 表 し

た。PIRC(Pensions&InvestmentResearchConsultantsLtd.)15)は これ に対 して否 定的見解

を示 し,こ の会 員で もあ るTUCは その意見 に同調 した。TUCは トラステ ィー ・ネ ッ トワー ク

にこの意見 を説明 した警告書 を送 り,い くつかの トラステ ィーか ら関係の ファン ドが反対の投 票

を した と回答 して きた。その結果,こ の案件 に対 して,10%の 反対,5%の 棄権 が投 じられ,マ

ス コミが大 き く取 り上げ る事態 となった。 この ことは トラステ ィー ・ネ ッ トワー クの大 きな影響

力 を明示す る ものであ る。

米 国の労働組合が株主総会 において,企 業戦略か ら雇用慣行 までの広い事項 について,株 主決

議 に持 ち込 むこ とはすで に実行 されている。英 国ではNGOが 環境 関連 の決議案 を出す こ とは多

いが,労 働 問題で はまだ活発化 していない。

米 石油企 業ユ ノカル(Unoca1)の 事 例 も示唆深 い。 これは ミャンマ ーの天然 ガス ・パ イ プラ

イ ン工事 で,ミ ャンマー政府 と共 に強制労働 な どの人権侵 害 に関わった と して,米 国のAFL-

CIOな どがユ ノカルの株 主総会の株 主決議に持 ち込 んだ。TUCは これ を受 け,約100に わたる年

金基金 の基幹投 資家 に面談 を し,全 ての トラステ ィー ・ネ ッ トワー クのメ ンバー に決議案 の情報

を流 した。

もっ とも,ユ ノカルの株主総会 に直接 議決権 を有 している基金は少 なか ったが,こ の影響 は多

大 な もの となった。 ミャンマーに投 資 してい る企業 に圧力 を与 え,ま た,ILOの 中核 的労働基準

に対 す る認識 を英 国の投 資家 の中で高 める ものになった。

15)1986年 に イ ギ リ ス の 年 金 基 金 の 主 導 で 設 立 さ れ た 。 従 来,コ ー ポ レー ト ・ガバ ナ ンス に 関 わ る株 主 行 動 の

支 援 を 中心 業 務 に据 え て き たが,近 年,イ ギ リ ス の機 関 投 資 家 向 け のSRIに 関 す る情 報 提 供 ・助 言 へ とサ ー

ビ ス を 拡 大 して い る。(CSRArchives,http://www.csrjapan.jp)
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2)フ ァン ド ・マネ ジャー,ア ナ リス トなどへ の働 きか け

TUCは ファン ド ・マネ ジャー とそ の意思決定 に影響 を与 え るアナ リス トへ の働 きか け を始め

ている。 アナ リス ト側か らも雇用慣行が企業の財務 に どの ような影響 を与 えるのか につい て積極

的関心 を寄せ てお り,従 業員代表制,訓 糸東 均等報酬 についての分析 の枠組 み を提案 して きてい

るとい う。先行事例 と しては,カ リフォルニ ア公務員退職 シス テム(Ca1PERS)が あ り,こ こで

は1994年 以来投資分析 に雇用慣行 を用 い,訓 練 の利用可能性や下級 職員への権 限委譲 などについ

ての状況 を分析 してい る。労働組合 と協力 して,特 定 の労働基準 を満た していない建 設 プロジェ

ク トを避 ける制 限を設 けてい る。 このガイ ドライ ンはTUCの アプローチ の基礎 にな りうる とし

ている。

TUCは 今後,安 全衛 生,権 利の平等,職 場組織 代表制,国 際労働 基準 な どのエ ンゲージメ

ン ト事項 についてブ リ0フ ィングを実施 しなが ら,こ れ らの方針 を固めて ゆ きたい として いる。

英 国の先進事例 として は,主 要年金基金で あるUniversitiesSuperannuationScheme(USS)

が興 味深 い。1997年 あた りか らSRIキ ャンペ ー ンを始め,当 初 は石油,ガ ス,薬 品会社 に照準

を あ て て い た が,最 近 は 結 社 の 自 由,安 全 衛 生,高 業 績 ワ ー ク シ ス テ ム な ど のpeople

managementに 焦点 をあて る ようになった。 これ は他の社会 的責任事 項 よ りも財 務上 の利 点が

大 きい ことが明 らかになった ことが主 な原 因 とされ る。TUCはUSSと 密接 な関係 を維持 し,他

の ファン ドにもこのモデル を活用 してゆ きたい としている。

年金基 金以外 の資金運用へ の労働組合 の影響力行使 と して,TUCが 注 目 してい るのが,カ ナ

ダのLabour-sponsoredinvestmentfundsで ある。 これ は今や減税措 置の当初 の導入 もあ り,カ

ナ ダのベ ンチ ャー ・キャピタルの50%を 提供 してい るといわれる ものであ る。 これ らの資金源 は

労働組合であ り,多 くは労働 組合 に よって運営上の影響力が行使 されてい る。そのため,労 働組

合員の活用,先 進的 な労働慣行 と従業員参加の利用 を投資 の条件 にす るこ とも可能であ る。 これ

は雇用 の増大 にもつ なが ってい るし,こ の こ とによ り投資企業 に対 しての労働 組合の影響 力増大

に大 き く貢献 してい る。 これ を受けてTUCも 英 国政府 と共 に年金基金 のベ ンチ ャー ・キ ャ ピタ

ルへの活用 を模索 してい る。

4.小 括

CSRへ のILOの 対応 に関 して は,多 様 な動 きが ある中でそれぞれ を冷静 な 目で見 てお りILO

の立場 を明確化 させつつある。企業 の行動憲章な どの職場 のイニ シアテ ィブでは,ILO基 準 が前

提 とす る各国政府の履行責任 を問 う国際労働基準 の コンプ ライアンス を強化 しなが ら発 展 してゆ

くとい う望 ましい可能性 について言及 してい る。 しか し,ILO基 準 に言及 してい るものは まだ少

な く,言 及 していて も間違 った解釈 を してい ることに懸念 を表明 している。それ を克服 す るには,

労働側 の介在 が必要であ り,そ れ を促進す るマルチステークホール ダー綱領の発展 に注 目 してい

る。

認証や それに伴 うモ ニ タリングの動 きに対 してはILO基 準 の言及 が多 く,一 時 はILOと 諸機
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関の連携 の可能性 を探 った と思 われ るが,現 在 の ところその関係性 の構築 にはかな り懐疑的 な見

方 を強め ている。実際の適用 にあた って,ILO基 準,あ るい はILOの 監視 機構 の判 断 とに乖 離

が生 じる ことに懸念 を表明 している。

ILOは 社会 的責任投資の発展 に注 目し,そ こでの中核 的労働基準 を含 む労働基準 の言及が増大

している ことを指摘 してい る。 また,GRIな どの報告 の動 きに関 しては,中 核 的労働基準へ の言

及率 は まだ低 い ものの,広 範囲な労働分野 に関 しての情報 開示が進 んでいることに着 目してい る。

また,欧 州 で進 んでい る年金関係法 や会社 法の改正 で,労 働分野の情報 開示 を企業 に求 める動 き

が出ている ことに注 目してい る。

マ ネジメ ン トシス テム に関 して は,ILOはISOの マ ルチ ステー クホー ルダー諮 問委員 会 な ど

に参加 してい るが,報 告書の表現 と しては距離 を置いた ものになってい る。マネジメン トシステ

ム と国際労働基準 の関係が 明確で な く,中 核 的労働基準 を明示 する もの もない。ISOの 国際規格

は欧州主導 で2007年 にシ リーズ と して確 立す るこ とを目指 す とされ る16)が 難航が予想 される。

SA8000に 関 しては,ア ジア諸国で多 く認証 され ているが,今 後大 きな展 開が見 られ るか どうか

は今の ところ不 明である。 中核 的労働基準 の設定の折 に保護i主義 に用いない との条件が設け られ

たこ ともあ って,ILOと して積極的 に連携 を探 るこ とは難 しいので はないか と思 われる。

政府 や政府 間組織が,CSRの 中に労働分 野 を含 める ことを促 進 している動 きに関 しては歓迎

してい る。 これ は政府 は政府 間組織 の介在が,政 府の労働基準遵守 の責任 を強化す ることにつな

が るこ とがその理由である と考 えられる。

以上,ILOのCSRの 多様 な動 きへ の評価 を見 て きたが,総 合 して言 えるこ とはILOの 原則 で

ある三者構成 主義(tripartism)の 強調 であ る。WTOの 公 正労働基準 の議論が生 じ,結 局,労

働基準 の設定 にあたって は政府 ・使用者 ・労働者 の三者構成 か らなるILOで 行 われ るべ きだ と

の結論 に至 ったように,労 働基準の設定 と実施 にあたって は三者 の介在が大前提 である とい う立

場 を より鮮明 に している といえる。それぞれのイニ シアテ ィブにあたって,三 者 の関わ り,特 に

労働者代表 の関与が重 要であるこ とを指摘 している。

それ に関連 して,CSRに 関 しての政府の 関与 を歓 迎 している向 きが感 じられ る。三者構成 主

義 は,あ くまで も実施 の最終責任 につ いては政府 に求め てゆ くとい うILOの 原則 に基づ いてい

る。CSRの 各動 きが独 自に展 開 され るのでは な く,ILOの 原則 を補完す る形で発展す るのが望

ま しい との立場 にたってい る。

まさにこのような方向性 を示す好事例が,英 国の年金基金運用にあたっての労働組合の積極的

関与 と政府の対応であろう。TUCは 年金基金の真の所有者は労働者であるとの立場か ら,年 金

基金の運用 を行 う機関投資家に様々な方法でその影響力を行使 し,今 後 もそれを拡大強化 しよう

16>日 本 経 済 新 聞,2003年10月19日,朝 刊 。
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としている。CSRの 促 進 に最 も影響 力が大 きい とい われて いる社 会的責任投 資 に,労 働 分野 の

促進 を行 う主体 としての労働組合 の役 割が明確 に示 されてい る。

労働組合が投資家 の立場 を利用 して企業 の業務活動の監視 に終始す れば,様 々な問題が生 じる。

企業 に何 らか の問題 を抱 えていれ ば,フ ァン ド ・マ ネジャーはその企業 に対 して積極 的運用が 出

来 な くな り利益の相 反が生 まれて くる。そのため,労 働組合は株主 と しての議決権行使 を重視 し

て,企 業の経営者 に対 して発言権 を確保 してい くとい うアプローチ をとっている17)。

年金基金 の運用 に当っては,受 託者責任 が原則 となる。基 金 を運用す る受託者 には 「口出 しで

きない」 とい う原則が,英 国信託法 に定め られている。 この受託者責任 と社会 的責任投資が矛盾

している とい う見方が米 国な どにみ られ る18)。そ れ とは反対 に,英 国は年金基 金 をめ ぐって の

不祥 事 をきっかけ として,年 金基 金の運用 に社会 的責任投資 を促進す る方 向性 に踏み 出 した。 そ

れ は年金運用 を支配す る ことで はな く,年 金運用 の結果 を情報公 開 し,ス テークホールダーが そ

の結果 に対 し発言で きる ような環境 を整 え るこ とに 目的が あ る19)。英 国政府 の この考 え方 は ド

イツやEUな どに大 きな影響 を与 えている。政府が この ような考 え方 に踏 み込み法制化 につ なげ

ることにより,労 働組合 な どのステー クホールダーの行動 を促進す る結果 となった。

この ような動 きには,企 業の 自主的 な活動 を制 限す る ものだ とCBI(英 国使用者連盟)は 強 い

反対意見 を有 してい る20)。強制 で はな くベ ス トプラクテ ィスの普及 な どに重 点 を置 くべ きだ と

の意見 である。 しか し,CSRの 推進 には積 極 的であ り,そ の成功 の鍵 は労使 ・政府 との社 会対

話(SocialDialogue)が 重要である と認識 してい る21)。

CSRを め ぐって様 々なアク ターが それぞれの動 きを活発化 させて い る。ILOと 英 国労働 組合

の対応 はCSRに お いて徐 々に拡大 しつつあ る労働分野 で,ILOが 原則 とす る三者 の関与,す な

わち経営者 だけではな く,労 働者 と政府 の関与 と対話が成功 のための重要 な構成 要素であ るこ と

を示 唆 してい る。

17)ト ム ・ボウ ドリル(TUC政 策担当)の 発言,『 企業の社会的責任 と労使の役割一企業の社会的責任をめ ぐ

る欧州先進国の動向』,2003年 度ILO海 外労働事情調査団報告書,日 本ILO協 会,2003年12月25日 。

18)CSRArchives,「 受託者責任 と社会的責任投資⊥http:〃www.csrjapan.jp

19)ア ラン ・ナビア(年 金労働省 ・年金政策ア ドバイザー)の 発言,『 企業の社会的責任 と労使の役割一 企業

の社会的責任 をめ ぐる欧州先進国の動向』,2003年 度ILO海 外労働事情調査団報告書,日 本ILO協 会,2003

年12月25日 。

20)ト ーマス ・バ ッドレイ(CBI人 事部マネジャー)の 発言,前 掲書。

21)ブ ライアン ・クレス(CBIア ジア太平洋部部長)の 発言,前 掲書。


